令和２年３月２７日

東京都議会自由民主党
幹事長　鈴 木 章 浩

「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技会に係る文書等の保管及び
承継に関する条例」に対する我が党の見解について（幹事長談話）

　本定例会で、都民ファーストの会東京都議団と都議会公明党から、「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技会に係る文書等の保管及び承継に関する条例」が議員提案条例として上程され決定しました。
本条例は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会だけを対象に、文書等の管理について都が指導・調整し、委員会には努力義務を課すというものですが、この時期にこうした条例を提案する理由が判然としません。
そして、既に東京都と組織委員会の間で公文書に関するルール作りが始まっている最中であり、この取組みのどこに問題があるかも明確にしておりません。
そもそも、組織委員会が所管する文書の管理・承継に関して意見があるのであれば、組織委員会の理事に就任している両党の議員が、具体的な方策を理事会で提案し、組織委員会内部から制度化を進めれば良いのであり、都が強制力のない努力義務条例を課すよりも、はるかに効果的かつ有意義です。
さらに、都民ファーストの会都議団は、２月１２日の記者会見で、組織委員会が文書を「恣意的廃棄処分」すると記載した資料を配布していますが、その理由も根拠も不明瞭であり、多くの関係者に誤解を与えたままです。
[bookmark: _GoBack]いずれにしても、オリピック・パラリンピック関連の文書管理を徹底するのであれば、まずは、東京都と組織委員会が進めているルール作りを議会としてチェックしつつ、組織委員会の理事として、組織委員会内における文書管理の適正化の取組を内部で推進すべきであると考えています。
　今回提案されている条例は、努力義務規定で、その内容もあたり前の事であり、条文そのものには問題はありません。ただし、条例化する必要性、合理性、妥当性が不明です。条例より先にやるべきことがあると考えます。
　以上のことから、都議会自民党は条例そのものには、あえて反対はしませんでしたが、今後とも、東京都と組織委員会による取組を後押しし、組織委員会の取組に誤った不信感を抱かせることのないよう、都議会として適切な権能を発揮してまいります。
以上
